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《論
　　
説》
アメリカ少年司法と合衆国憲法修正第八条に関する判例の動向について
―
絶対的終身刑をめぐる連邦最高裁「ミラー判決」 （二〇一二年）を中心に
―
今
　
出
　　
和
　
利
はじめに
　
一八九九年、国家が親の代わりとなって子どもの世話をすることを意味する「パレンス・パトリエ」
（
parens pa-
triae ）
という児童福祉的理想をその基本理念に据え、少年裁判所の創設、審判手続の非形式性、裁判官への広汎な
裁量の付与等を柱とする「少年司法制度」が、アメリカイリノイ州において初めて創設された。そして、これはその後わずか二〇数年の内に、ほぼ全ての州で採り入れられるに至ったのであ
（
1）
る。
　
この制度は、特に「非行少 」を「要扶助少年」 、 「遺棄少年」と同様に、いわば「保護・教育」の世界に取り込
み、デュー・プロセスの諸権利を認めないことを前提に、過酷な刑事司法制度から少年を解放することを目指したといってよ
（
2）
い。
　
もっともその拡がりの一方で、少年司法制度の導入当初から、その理念を含め制度の特徴それ自体についても、
既に「懐疑」の目が向けられていたこともまた事実であっ
（
3）
た。そしてこの「懐疑」は、次第に具体的な訴訟として
顕れるようになる。一九六〇年代以降、アメリカ合衆国連邦最高裁判所
（以下「連邦最高裁」とする）
は、 「ケント判
（
4）
決」
（一九六六年）
、 「ゴールト判
（
5）
決」
（一九六七年）
、 「ウインシップ判
（
6）
決」
（一九七〇年）
のいわゆる「三部
（
7）
作」とも
いわれる判決において、少年裁判所手続にも成人と同様にデュー・プロセスの諸権利を保障す ことを求めた。　
これら一連の判例に加えて、特に一九八〇年代から九〇 代初頭にかけて、少年による凶悪・重大な事件 増加
とそれに対する社会的不安を背景に、いわゆる「厳罰化政策」
（
get tough policy ）
が、少年司法制度に大きな影響
を与えていく。　
その顕著な表れの一つが、現在はほとんど全て 州で採用されている、重大な犯罪少年をデュー・プロセスの権
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利の保障を前提に、少年司法から刑事司法の管轄へと移し、成人と同じ方法で裁判を行い刑罰を科すことを可能とする「移送制度」
（
transfer system
）
の導入の拡大であろ
（
8）
う。
　
しかし、このような「少年司法の刑事司法化」といわれる潮流の中においても、一方で、一九九〇年代初頭から
現在まで、例えば、非行少年 対して「少年としての処分」
（保護処分）
及び「成人としての処分」
（刑事処分）
の
両方を科す権限を少年裁判所裁判官に与え、基本的に「少年としての処分」を優先させる「混合量刑」
（
blended 
sentencing ）
制度や、ひとたび刑事司法制度に送られてきた少年を、刑事裁判所の判断で再び少年裁判所の管轄に
戻すことを可能と る「ウェイバー・バック」
（
w
aiver back ）
等にみられるような、非行少年を何とか「保護の世
界」に留め置こうとする試みも行われてきたのであ
（
9）
る。
　
この様な中、二〇〇五年連邦最高裁は、一七歳の に対する死刑がアメリカ合衆国憲法修正第八条
（以下「修
正第八条」とする）
に反するとする「ローパー対シモンズ判
（
10）
決」を下したことを嚆矢に、二〇一〇年には殺人以外
の罪を犯した少年 対する「仮釈放の可能性のない終身刑」
（
L
ife W
ithout P
ossibility of P
arole ） （以下「絶対的終身
刑」とす
（
11）
る）
を違憲とする「グラハム対フロリダ州判
（
12）
決」を、さらに二〇一二年には、殺人の罪を犯した少年を含
む全ての少年に対する「裁判官の裁量の余地なしに必要的に科す絶対的終身刑」
（
M
andatory L
ife W
ithout P
ossibility 
of P
arole ） （以下「絶対的終身刑の必要的科刑」とする）
を違憲とする「ミラー対アラバマ州事件及びジャクソン対ホ
ブズ事件判
（
13）
決」を下した。
　
これらの連邦最高裁による一連の判決は、死刑や絶対的終身刑といった「特別 刑罰」に関してではあるもの
の、上で触れたデュー・プロセスをめぐる三 例 根底にあった憲法上 少年は成人と同じである」という大前提には立たず、 「少年は成人と異なる」という基本的スタンスを強調す 点で、アメリカ 年司法をめぐる判例の流
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れを変え得る可能性を持つものとして大変興味深い判決である。　
よって本稿では、まず修正第八条と少年に対する死刑及び絶対的終身刑をめぐる判例を整理した上で、とりわけ
今後の少年司法に大きな影響 与え得ると考えられる「ミラー対アラバマ州事件及びジャクソン対ホブズ事件判決」を中心に分析するとともに、それが与える影響についても考察することにしたい。
一
　
少年に対する死刑及び絶対的終身刑をめぐって
（一）合衆国憲法修正第八条の概要　修正第八条は、 「過大な額の保釈金を要求し、過大な罰金を科し、または残酷で異常な刑罰を科してはならな
い。 」
（
E
xcessive bail shall not be required, nor excessive fines im
posed, nor cruel and unusual punishm
ents inflicted ）
と
定め、合衆国憲法修正第一四条 通じて州法にも適用されるものとされてき
（
14）
た。そしてこの規定は、あらゆる状況
のもとで行われる拷問を含む野蛮な刑罰を本質的 禁じ のであり、こ 規定の下では、国家は、最も重大なる罪を犯した者であったとしても、その者の人間としての特質については尊重しなければならない、と解釈されている。　
また、この「残酷で異常な刑罰」に該当するかどうか 判断につき、裁判所は被告人の犯 た罪又は有責性の程
度と刑罰との均衡がとれて るのかを考慮に入れなければならないとされてきた。こ 点に関して連邦最高裁は、例えば殺人以外 及び精神的な障害を持つ に対し 死刑を科すことは 修正第八条に反するとの明確な判断を既に示してい
（
15）
る。
　
加えて、残酷で異常な刑罰 判断にあたっては、裁判所 歴史的 概念を超えて「成熟する社会の進化を示す
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品性という発展しつつある基準」
（
the evolving standards of decency that m
ark the progress of a m
aturing society ） （以
下「 という発展しつ ある基準」とする）
によって解釈するものとされてい
（
16）
る。
　
近年において、修正第八条に基づき、少年に対する死刑について制限を加えるかどうかの判断を下した連邦最高
裁判例としては、一九八二年、事実審裁判所が一六歳の少年の減刑事由を考慮しなかったとして死刑を取り消した「エディング対オクラホマ州判
（
17）
決」
（以下「エディング判決」とする）
、一六歳未満で重大な罪を犯した少年に対する
死刑の執行を禁じた トンプソン対オクラホマ州
（
18）
決」
（一九八八年） （以下「トンプソン判決」とする）
と、翌年の、
一六歳又は一七歳で死刑に値する罪を犯 た少年に対して死刑を科すことは修正第八条に反するものではないとの判断を示した「スタンフォード対ケンタッキー州判
（
19）
決」
（一九八九年） （以下「スタンフォード判決」とする）
がある。
　
これらの判例を踏まえると連邦最高裁は 死刑判決が修正第八条に反するかどうか 、一六歳未満である
ことを一つの判断基準としていたことが分か 。（二） 「ローパー対シモンズ判決」 （二〇〇五年）と「グラハム対フロリダ州判決」 （二〇一〇年）　この様な判例状況の中で、再び連邦最高裁において争われることになったのは、凶悪な犯罪を行った一七歳の少
年に対する死刑判決の合憲性についてであった。　
ミズーリ州に住む一七歳の高校生クリストファー・シモンズは、他の一五歳、一六歳 二人の して、
「少年であれば刑罰から逃れられる」として強盗及び殺人を行う計画への加担を持ちかけた。犯行日、シモンズら三名の少年は深夜に被害者女性宅に侵入し、ガムテープで彼女の目や口をふさぎ手を縛った上、車で連行し川にかかる橋の橋脚の上から彼女を投げ落し、結果、溺死させ
（
20）
た。シモンズは、翌日逮捕された後、警察の取調べで罪を
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認め、検察官は彼を強盗、誘拐、窃盗及び第一級謀殺の罪で起訴し、成人と同様に刑事裁判が行われた。その結果、彼は有罪となり死刑判決が下されたのであっ
（
21）
た。その後、彼の上訴はすべて却下され死刑が確定していたが、
二〇〇二年に連邦最高裁によって 精神的障害者に対する死刑を違憲とした「アトキンス対バージニア州判
（
22）
決」
（以下「アトキンス判決」とする）
が下されたため、シモンズ側はこれに依拠して、 「少年に対する死刑についても、
修正第八条が禁じる異常で残酷な刑罰に該当する」として、非常救済手続を申し立てた。ミズーリ州最高 所は、その請求を認めて死刑判決を確棄し、絶対的終身刑に減刑したが、これに対 て州側は不服として連邦最高裁に裁量上訴を求め認められ
（
23）
た。
　
二〇〇五年三月一日、連邦最高裁は、先述の一六歳、一七歳の少年に対する死刑を容認したスタンフォード判決
を覆し、一七歳の少年に対して死刑を科すこ は、 「残酷で異常な 罰」を禁じ 修正第八条に反するとの判決を下し
（
24）
た
（ 「ローパー対シモンズ判決」 （以下「ローパー判決」とする） ）
。
　
判決
（法廷意見）
はまず、①国民的合意をはかるための客観的指標
（
objective indicia of national consensus ）
とし
て、各州の一七歳の少年に対する死刑を定 た法律及び実際の適用の有無に着目し、その結果、成人に対するものを含めて死刑制度 一二州が廃止し、死刑制度を存置する三八州の内、一八州が少年に対する死刑を禁止しており、それらを合わせると三〇 少年に対して死刑制度を禁止していることになり 一方少年に対する死刑を認めている二〇州においても、スタンフォード判決以降、実際に執行を行った が六州で、過去一〇 では三州のみであること等から、 「州の大半は一八歳未満の少年犯罪者に死刑を科すことを拒絶している」とし、②少年 発達学に関す 研究結果等を採用し 、少年は未成熟で責任感覚が未発達である、周囲から 悪影響や圧力を受けやすい、人格が十分に形成さ いないといった成人と 三つの相異 踏まえ ば、少年 成人 同様に厳 く罰
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ことはできない、③子どもの権利条約等を含む少年に対する国際法的な動向や視点から見ても、一八歳未満の少年に対する死刑は「残酷で異常な刑罰」に該当するとの共通認識が存在するとして、これらの状況の下で「品性という発展しつつある基準」に従えば、一八歳未満の少年に対する死刑は、修正第八条に反するも であると結論づけ（
25）
た。　
この判決の大きな特徴は、②で触れた様に少年と成人のいくつかの相違点を強調し、その相違に基づき成人とは
異なる扱いを求めたことに 。この考え方は 先述の一六歳未満の 死刑を禁じたトンプソン判決においても示されていたと ろで あるが、本判決ではその論拠をより強調し、多くの州において成人と少年の年齢の境界となる一八歳未満に引き上げて適用した。　
そしてさらにこの判決から五年後、連邦最高裁において、事実上、死刑に代わる最も厳しい罰として位置づけら
れることとなった「絶対的終身刑」を、殺人以外の罪を犯した少年に対して科すことの是非の判断において、 「少年は成人と異なる」ことが考慮されるべきかどうかが争点となっ のが「グラハム対フロリダ州判決」
（以下「グ
ラハム判決」とする）
であった。
　
ここでまず、成人に対する終身刑をめぐる連邦最高裁判例を整理すると、一九八〇年、三度目の有罪判決を受け
た財産犯に対して累犯法に基づき仮釈放の可能性のある終身刑を科す とは、修正第八条に反しないと 判断を下した「ランメル エステル判
（
26）
決」 、財産犯の再犯で有罪となった者に対して絶対的終身刑を科すことは、修正第八
条に反するとした「ソレム対ヘルム判
（
27）
決」
（一九八三年）
、初犯の薬物犯に絶対的終身刑を必要的に科すことを支持
した「ハーメリン対ミシガン州判
（
28）
決」
（一九九一年） （以下「ハーメリン判決」とする）
等がある。
　
以下、概説するグラハム判決は、上記のように成人 対する判例が確立していく中で、少年に対する絶対的終身
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刑の是非が争われたのである。　
二〇〇三年七月、フロリダ州に住む一六歳の少年、テランス・グラハムは、他三名の少年と共謀しレストランに
強盗に入り店主に怪我をさせたが、結局、金品等を盗むことなく逃走した。彼は後に逮捕され、州法に基づき成人と同様に地方裁判所 脅迫又は暴行を伴う武装不法目的侵入及び武装強盗未遂の罪で起訴された。地方裁判所はグラハムの司法取引を認め、彼の判決を猶予して三年間のプロベーション
（一年間のジェイル収容を含む）
に処するこ
とを決め
（
29）
た。しかし一八歳となったグラハムは、ジェイルから釈放されてから約六ケ月後、他の成人二名と共に住
居侵入強盗容疑で再び逮捕され、これによりプロベーションが取り消された。結局、裁判所はグラハムを、過去に犯した武装不法目的侵入及び武装強盗未遂 罪で、前者により終身刑及び後者により懲役一五年 判決を下した。フロリダ州では仮釈放制度は廃止されているため、終身刑 受けた者は恩赦以外では釈放されること なかった。　
グラハムは判決を不服として、州最高裁判所に上訴するものの認められなかったため、 「殺人以外で有罪となっ
た少年犯罪者に対して絶対的終身刑を科すことは修正第八条に反する」として連邦最高裁に裁量上訴を申し立て（
30）
た。　
二〇一〇年五月十七日、連邦最高裁はグラハムの上訴を容れ、①三七州が州法上、殺人以外 罪を犯した少年に
絶対的終身刑を科すことを定めている等の状況からすれば、この問題 つき国民的合意が形成されているとは言えないものの、量 実務上、実際 刑が科せられているのは一一州で一二三名
（内七七名はフロリダ州）
に過ぎず、
非常にまれである、②少年は成人と比較 未成熟で責任感覚が未発達であり、周囲からの圧力や悪影響を受けやすく、人格が十分に形成されていないことに加えて、殺人以外の罪と殺人とは罰するべ 度合いが異なり、そ ゆえ殺人以外の罪を犯した少年の責任 二重に減 され ③殺人以外の罪を犯した少年 対する絶対的終身刑 、
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法に基づく懲罰、抑止、無能力化そして更生として容認されてきた刑事的制裁の目的からは正当化されない、④絶対的終身刑は、殺人以外の罪を犯した少年が社会に戻るに適しているということを示すためのあらゆる機会を奪うことになる、⑤一八歳未満の者に終身刑を科すことを禁じ 国際条約等の視点も尊重しなければならない等の理由の下、殺人以外の罪を犯した一七歳の少年に対する絶対的終身刑は修正第八条に反する の判決を下し
（
31）
た。
　
本判決は、ローパー判決が禁じた少年に対する死刑と、本件で問題となっている絶対的終身刑とはその過酷さの
点では同様のものであ との前提に ち、また、 「ローパー判決におけ 少年の特性につ ての裁判所の見解を再検討する理由を示す新しいデータ 見当らな
（
32）
い」として、ローパー判決で示された考え方に依拠し、少年と成人と
の相違を強調することで結論を導いたのであった。
二
　「ミラー対アラバマ州事件及びジャクソン対ホブズ事件判決」
（一）少年に対する絶対的終身刑の現状　グラハム判決によって、 「殺人以外の罪を犯した少年」に対して絶対的終身刑を科すことは違憲であるとされた
が、この刑罰は、本来「保護主義」を基本 る少年司法制度とは全く相容れないものであることは言うまでもない。しかし一九七〇年代からのいわゆ 厳罰化政策 流れの中で、絶対的終身刑は 死 制度の存続 併せ司法の中に広く採り入れられていったのであった。さらに各州は 一九 〇年代から九〇 代にかけ 、仮釈放の可能性のある終身刑に関しても、仮釈放の要件の 格 や廃止と った動きを強めていく。そして二〇〇五年までに、絶対的終身刑はほぼ全ての州で採用されるに至った。また 法制度的上は少年 対する絶対的終身刑を科さない州であっても、極端 長期 懲役刑を科すことで、事実上、終身刑を科すのと同様 状態と っている州 あ
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（33）
る。　
さらに、前節で述べたローパー判決は、このような流れに一層の拍車をかけたともいえよう。すなわち、この判
決を契機に少年に対する死刑制度が見直されるようになり、それに代わるいわば「少年に対して科し得る最高刑」として求められたのが、絶対的終身刑と極端に長期の懲役刑であったからである。　
ある統計によると、二〇〇四年には二二二五名が少年期に犯した罪で絶対的終身刑に服していたが、二〇〇九年
までには二五〇〇名以上に増加している。また、一九八〇年 り以前においては、裁判官はまれにしか少年に対て絶対的終身刑を科すことはなかったが、現在では 九 と比して約三倍もの判決を下しているとされ
（
34）
る。
　
また裁判所も、通常一二歳か 一六歳ま の少年に対する絶対的終身刑や極端に長期の懲役刑を容認 き 。
実際に絶対的終身刑が科せられた少年の内、六人に一人は犯罪時一五歳以下であり、五九％が初めて受けた有罪判決であり、また二六％が重罪の謀殺の主犯ではなく従犯であっ する統計もあ
（
35）
る。また、先に述べた、エディン
グ判 、トンプソン判決及びローパー判決においては 裁判所が死 の判断を行う際に、若年性は減刑要件として扱われたが これら以外の判決で 、逆に裁判官の多く 若年性を加重要件とし、少 殺人犯 対し 成人のそれよりもより厳しい判決が下されており、加えて、殺人 罪を犯した少年 成人より 絶対的終身刑が科せれやすいともされてい
（
36）
る。
　
さらに絶対的終身刑に関する最近の特徴として挙げられるのが その刑の中でも特に絶対的終身刑を必要的
0
に科
刑する制度の導入の増加である。すなわち、陪審等で有罪となった被告に対 裁判官 被告それぞれ 犯行態様、家庭・社会環境等を考慮し 科刑 る裁量がなく、また少年であっても刑事的責任は成人と同等であると 前提の下 法定刑が科せら る科刑制度 る。近年 統計 よると、四二州が、成人 少年 問わず殺人を犯した
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者への絶対的終身刑を認め、その内二七州がこの「絶対的終身刑の必要的科刑」を定めているとされてい
（
37）
る。
（二）両事件の概要　こうした背景の中、まさにこの「絶対的終身刑の必要的科刑」の合憲性について争われたのが、以下で紹介する
ミラー対アラバマ州事件とジャクソン対ホブズ事件を巡る二つの訴訟であった。両訴訟は後に併合され連邦最高裁に係属することになるが、まず、それぞれの事件の概要について見ていくこととしたい。（Ａ）ミラー対アラバマ州事件　
二〇〇三年七月のある夜、一四歳の少年エヴァン・ミラーは友人 少年と自宅にいた際に、近所の男性
（本件の
被害者）
がミラーの母との薬物の取引にやってきたため、その後友人と共にその男性と一緒に男性のトレイラーハ
ウスに行き、三人でマリファナを吸いさらに酒の飲み比べ競争をした。間もなく男性が酔いつぶれ め、ミラーは彼の財布を盗み入っていた約三〇〇ドルを友人と山分けにし、財布を男性 ポケットに戻そうとした時に男性が目を覚ましミラーの喉を掴んだ め、ミラーは近く あった野球のバットでその男性を執拗 たたき続け 。さらに男性の頭にシーツ かぶせ、 「私は神だ。あんたを殺すことができる。 」と言ってさらに殴打し 。　
その後、ミラーと友人はミラーのトレイラーハウスに逃げ込んだものの、自分達がやったという証拠を隠滅すべ
く、すぐ トレイラーに引き返し 火を放った。結果、男性はミラーの暴行による負傷と放火 よる煙を吸い込んだことで死亡し
（
38）
た。
　
ミラーは、アラバマ州法に基づき、まず「少年」として扱われたが、そ 後 地区検事が事件を刑事裁判所の管
轄に移送するように求め、少年裁判所は審理 後それを認めた。検察側 ミラーを放火 過程 おける謀殺で成
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人として起訴した。アラバマ州においては、当該罪が認定されると最低でも絶対的終身刑が必要的に科せられることとなる。　
陪審は、より軽い罪を認めた共犯である少年の証言の多くを信用し、ミラーを有罪とした。そのためミラーは上
訴したが、アラバマ州刑事控訴裁判所も、絶対的終身刑は行われた犯罪行為と比較すれば著しく過酷なものではなく、判決に至るまでの量刑手続が裁判官の裁量の余地がない必要的なものとなっていたとしても、修正第八条 下で許容されるものである た。さらにアラバマ州最高裁判所も ミラー側 再審理の請求を認めなかった。そのためミラー側は、連邦最高裁に裁量上 を求め認められ
（
39）
た。
（Ｂ）ジャクソン対ホブズ事件　
一九九九年一一月一四歳の少年クントレール・ジャクソンは、他の二人 少年と共にビデオショップに盗みに入
ることを決め 。道すがらジャクソンは、一人の少年 コート 袖に銃を隠し持っていることを知る。まず二人の少年が店に入り、うち一人の少年が店員に銃を突きつけ金 執拗に要求したが、店員に拒否さ 。ジャクソンが店に入った後、店員が警察に通報すると言ったため、銃を突きつけていた少年が店員を射殺した。結局、ンと他の二人の少年は何も取らずに逃走し
（
40）
た。
　
アーカンソー州法では、一定の重大犯罪を行ったと疑われる一四歳以上の少年について、成 として起訴するか
どうかの裁量を検察官に委ねている 、検察官 ジャクソン 死刑に値する重罪謀殺及び加重強盗の罪で成人として起訴した。ジャクソンは、事件を少年裁判所に移送するように申立て が、起 事実、精神鑑定結果及び犯罪歴
（万引き及び複数回の自動車窃盗）
をふまえて、事実審裁判所及び控訴審裁判所はその申立てを認めなかった。
　
最終的に陪審は、ジャクソンに対する二つの起訴事実を認めて有罪 し、裁判官は、 「死刑に値する殺人罪又は
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反逆罪で有罪となった被告は、死刑又は絶対的終身刑に処する」との法規定に従い、後者を科すとの判決を下した。ジャクソンはその判決に異議を唱えず、後に、アーカンソー州最高裁判所もこの判決を支持する。そのためジャクソンは刑に服することにな
（
41）
る。
　
その後、先述のローパー判決が下されたことを受けて、ジャクソンはローパー判決の論理に依拠して、 「一四歳
の少年に対して絶対的終身刑を必要的 科すことは、修正第八条に反する」として、人身保護令状の請求 行ったが、巡回裁判所は、州側の「原告の請求を却下 べきである」という申し立てを受理した。そして、こ 手続の間にさらに前節で述べた 「殺人以外の罪を犯した少年に対する絶対的終身刑は、修正第八条に反する」とするグラハム判決 下されたため、訴訟当事者双方がこ を踏まえた弁論趣意書を提出したが、アーカンソー州最高裁は、ジャクソン側 請求を認めなかっ
（
42）
た。そのためジャクソン側は、連邦最高裁に裁量上訴を求め認められた。
（三）判決の概要　連邦最高裁は、裁量上訴を認めた両事件につき併合して審理を行ってきたが、二〇一二年六月二五日、裁判官五
名対四名の僅差をもって、殺人の罪で有罪となっ 少年に対して絶対的終身刑を必要的に科すことは、修正第八条が定める「残酷で異常な刑罰の禁止」の規定に反するとの判決を下した
（ 「ミラー対アラバマ州事件及びジャクソン対
ホブズ事件判決」 （以下「ミラー判決」とする） ）
。
　
エレーナ・ケーガン
（
E
lena K
agan ）
判事の手による法廷意見
（他四名の裁判官同調。以下「判決」とする）
は、ま
ず本両事件について事実関係及び連邦最高裁 至るま の訴訟経緯を確認した上で、修正第八条の「残酷で異常な刑罰の禁止」とは、個人に対して、過剰 制裁を受け こと ない権利 保障するものであり、過去 判決 述べ
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てきたように、その権利は、 「犯罪に対する刑罰は、当該犯罪者及び当該犯罪行為の両方に比例し均衡のとれたものであるべきである」との基本的な法格言に由来するということを再確認し、改めて、連邦最高裁がグラハム判決で述べた、 「均衡という概念が、修正第八条の中核を成すものである」との見解を引用しつつ、加えて、この均衡という概念を「品性という発展しつつある基準」 下に考慮 るとした。判決はその上で、この判決
（ミラー判決）
の結論は、均衡のとれ 刑罰 対する我々の関心事を反映させた二つ 判例の流れ 合流点にあるとす
（
43）
る。
　
判決は、まず一つ目の判例の流れとして、 「特定の属性に分類される犯罪者の有責性と刑罰の過酷さとが不均衡
の状態で科刑することを明確に禁止する判例」があた として、具体的には、殺人の罪 犯していない被告に対して死刑を科すことは修正第八条に反するとした「ケネディ対ルイジアナ州判
（
44）
決」
（二〇〇八年）
、精神的障害のある
被告に 違憲である し 先述のアトキンス判決を挙げ さらに、これらに分類さ る判例の中でも、特に少年を対象とし「少年と成人との相異」を強調 ローパー判決とグラハム判決を引き合いに出す。　
次に判決は、二つ目の 例の流れとして、死刑判決を下す際には 被告それぞれの特性や犯罪態様 検討がなさ
れなければならないとする判例」があたる して 死刑を科すことを必要的
（裁判官の裁量の余地を認めない）
と規
定する法律を違憲とした「ウッドソン対ノースキャロライナ州判
（
45）
決」
（一九七六年） （以下「ウッドソン判決」とする）
と「ロケット対オハイオ州判
（
46）
決」
（一九七八年）
等を挙げ、さらにこれらの死刑に関する判例と絶対的終身刑とを結
びつけて検討したグラ ム判決を再度引き合いにして論を進め い
（
47）
く。
　
以下では、まず一つ目の流れとしての①「少年と成人との相異」 認識と二つ目の流れとして ②「被告人そ
ぞれの特性や犯罪態様の検討」の必要性 中心に、併せて法廷意見から 州側への反論及び反対意見 ま めることとしたい。
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①少年と成人との相異　
判決は、 「少年であれば責任が軽減され、かつ矯正可能性がより顕著になる以上、少年を厳罰に処すことは適切
ではない」との理解のもと、ローパー判決及びグラハム判決で示された、①少年は未成熟でありかつ責任感覚も未発達 あることから、無謀で衝動的でかつ危険に対して無頓着な態度を生むこと、②少年は自分の家族や仲間達等からの悪影響や圧力をより受けやすく、自分自身の社会環境を管理する能力や、恐ろしい犯罪の温床となるような環境 抜け出す能力に乏しいこと、そして③少年の人格は成人程に形成されておらず、 の特徴は落ち着きがないことであり、少年の行った行為は取り返 のつ ない悪行の予兆とはならないとの 三つの「 と成人 の相異」を拠り所に、 「少年は、憲法上、刑罰に処するための目的が成人とは異 るのだ」という考え方を確認し、さらに、少年が非常 恐ろしい犯罪を行った場合 あっ も、少年であるという独特の属性が、少年犯罪者に最も過酷な刑罰を科すという刑罰学の正当性 も減少させる だ ということ 、ローパー 、グラハム判決によって明確に れたと評価す
（
48）
る。
　
判決はさらに、特にグラハム判決を引き合いに以下のように述べた。
　「グラハム判決は、これらの〔少年と成人とは異なるという〕分析に基づき、死刑と同様に、絶対的終身刑を少年に科すことは修正第八条に反する、と結論づけた。確かに、グラハム判決が絶対的終身刑に関して一律に禁じたのは、殺人以外の犯罪に対して科す場合のみであり、裁判所は、道義的責任と生じた害悪の双方を踏まえて、殺人以外の犯罪と殺人を慎重に区別した。　しかし、 〔グラハム判決において〕裁判所が少年について述べたことは―少年に独特な（そして変化しやすい）精神
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的特徴と周囲環境への脆弱性であって―犯罪の特性〔態様〕ではない。 〔少年の〕これらの特徴は、 （本件両事案が共にそうであったが）強盗未遂が殺人行為に転化したことからも分かるように、同様かつ同程度に顕著である。　
まさにグラハム判決の論理は、たとえその明確な禁止が、殺人以外の犯罪に対してのみ述べられていたとしても、一
人の少年に科せられるあらゆる絶対的終身刑を含意するのである。　
最も重要なことは、グラハム判決は、年が若いかどうかという点が仮釈放の可能性なしに一生涯を拘束することの適
切性を判断する際に重要 る、ということを強調したことにあ
（
49）
る。 」
　
本判決はこの様に、約二年前に自らが下したグラハム判決について、 「少年による
殺人以外4
の犯罪については絶
対的終身刑を科すことを禁じた判例」という一般的な理解ではなく、 「殺人以外の犯罪」というよりも「少年」であることを重視したものであるとの理解を強調したのであった。そしてこの理解は、後で述べる本判決の反対意見とも大きくすれ違うことになる。②被告人それぞれの特性や犯罪態様 検討の必要性　
次に判決は二つ目の流れとして、死刑判決を下す場合において、判決を下す者
（裁判官等）
は、被告人それぞれ
の特性や犯罪行為の態様を検討しなくてはならないとし 挙げ
（
50）
る。
　
よってもし被告が少年であれば、裁判官に裁量 余地を与えない必要的科刑手続は、判決を下す者による、当該
少年の若年性・家庭環境の考慮や死刑が当該 少年を罰す に見合うものかどうかについて検討する機会を阻むこととなり、この判例の流れに反するとする。
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さらに判決は、上記①の場合と同様にグラハム判決を再び引き合いに出して、グラハム判決が、 「終身刑判決と
死刑判決とがいくつかの特徴を共有すること」を指摘し、加えて終身刑受刑者は、ほとんど必然的に「成人の犯罪者よりも多くの年月を、そして自分の人生の大半を刑務所で費やす」ことになり、 「少年にとってとりわけ過酷な刑罰である」と述べたこと 引用 、少年に対 絶対的終身刑の過酷さは、むしろ成人以上であることを強調する。　
そしてこのように終身刑を死刑と類似したもの して扱うグラハム判決の思考は、上で述べた死刑を科す際には
被告人それぞれの特性を踏まえた科刑の検討を要求する二つ目の判例の流れを、絶対的終身 の科刑を検討する際においてもなぞらえ こ ができる し
（
51）
た。
③本件両事案についての検討　
最終的に判決は、絶対的終身刑を科すかどうかの判断につき裁判官に裁量の余地を与えない必要的科刑手続は、
上で述べてきた「二つの判例の流れ」を踏まえれば認められないということを、以下 ように説明した。
　「少年に対する絶対的終身刑の必要的科刑は、実年齢やその際立った特徴―すなわち彼らの中にある、未成熟性、衝動性、そして危険と結果を察知する能力の欠如―について考慮することを排除する。これは彼を取り巻く家庭環境や生活環境を考慮することを妨げるのだ―彼ら自身、通常はその環境から抜け出すことができないのだが―。どんなに過酷であろうとも 機能不全に陥っていようとも。　これ〔必要的科刑〕は殺人の犯行態様についても顧みることはない。彼の当該犯罪への加担度合いや、家庭と仲間が
彼に与えてきたであろう圧迫の状況を含め 。さらにこれは、もし少年に能力の欠如―例えば、警察官又は検察官と
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（司法取引を含めた）交渉する能力の欠如や、彼自身の弁護士を手伝う能力等の欠如―がなかったらば、少年がより軽い犯罪で訴追され罰せられ得たであろうことを無視している。　
結局、この必要的科刑は、おかれた情況が矯正可能性を強く示唆している時でさえも、その可能性を無視するのであ
（
52）
る。 」
　
そして判決は、上で検討してきたことを踏まえて、両事件それぞれについて検討を行う。
　
ミラー事件について判決は、ミラーとその仲間が残酷な殺人をしたことには疑 の余地はないとした上で、ミ
ラーは犯行時、被害者と共に薬物とアルコールを摂取し酔っていたこと、そしてアルコール依存症の継父からの日常的な暴力や、麻薬中毒の母による遺棄を受け、里親のもとを転々とする生活を 、過去に四回の自殺未遂を経験している等、劣悪な環境で育ったことを指摘し、一方でミラーの犯歴は、不登校と第二級に該当する罪のみであるとし、判決を下す者は 絶対的終身刑がふさわしい刑罰であるとの結論を下す前に、すべてのこれらの状況を検討する必要があった、とし
（
53）
た。
　
ジャクソン事件について判決は、ジャクソンは被害者に発砲しておらず、 た州側は彼が被害者を死亡させるつ
もりであったのかにつ て立証 ておらず、彼 有罪判決は、むしろほう助及び教唆理論に基づくものであったことを指摘する。そしてジャクソンは、確かに友人が銃を持っていることを認識していたが、彼の年齢がそ ことから生ずる害悪の危険性 予測に影響を及ぼしたとして、これらの全ての事情は 彼の犯罪に対する有責性の問題につながる した。また、ジャクソンの母と祖母双方 人を銃撃した犯歴がある いった、ジャクソンの家庭環境暴力的素質についても触れ 判決を下す者は少なくとも、一四歳 少年 、刑務所から釈放される めのあらゆ
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可能性を奪う前に、その様な事実を考慮すべきであると結論付け
（
54）
た。
④州側の主張への反論と結論　
両事件の訴追側のアラバマ州及びアーカンソー州側からは、①絶対的終身刑の必要的科刑を禁じることは修正第
八条に関する判例に矛盾する、②個人的事情は、少年を刑事裁判所へ移送
を
するかどうかを決める際に既に検討し
ており、絶対的終身刑を科す際にはその検討を要しない、との主張がなされたが、判決はこれらの主張に対しても反論した。　
まず①について、州側が「成人の被告に対して絶対的終身刑を必要的に科すことは、修正第八条に反するもので
はない」としたハーメリン判決に反すると主張したが 本判決 「ハーメリン 決は、死刑と死刑以外の全ての刑罰の間の質的相異を考慮して、個々人の事情 踏まえた量刑手続を採るこ を、死刑事案以外の手続に拡大して採用することを否定 ものであること」については確認するもの 、 かし そもそもハーメリン判決は、少年を対象と ものではなく、犯罪少年への適用を るものでもなかったとし、さらに 当該判決 降、当裁判所は多くの機会において、成人について適用される量刑規範が少年についても同様に認め れる の ないとの判決を下してきたとした上 以下の様に加えた。
　「 （ハーメリン判決が認識していたように） 『死刑は特別』 （
death is different ）であるが、少年もまた特別（
children 
are different too ）なのである。むしろ、少年に対する何らかの例外の手続を設けないのであれば、それは奇妙な法規
範である。その意味で、社会における最も過酷な刑罰に関わる法が、そのような区別を設けることは、全く驚くべきこ
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とではない。…それゆえ、われわれの判決は、何らハーメリン判決を歪めるものでもなく矛盾するものでもな
（
55）
い。 」
　
次に、州側の「二九もの司法管轄区
（二八州及び連邦政府）
において、現に、少なくとも殺人の罪で有罪となっ
た一部の少年に対して絶対的終身刑を必要的に科していることを鑑みれば、違憲判決は下せない」との主張に対して判決は、ローパー判決やグラハム判決では、それぞれ死刑や絶対的終身刑を一律に禁じることを考慮する際に、検討の一つとして立法事実と実際の科刑実務 踏まえて国民的合意が示されているかを検討したが、今回の判決は一律に禁じるものではなく、あくまでも判決を下す者に加害少年の若年性や特性を検討すべく、一定の手続に従うことを求めるに過ぎない だとして、上記二判決との性質の違いを強調した。加えて、例え グラハム判決では三九州の法 よって認められていた、 「殺人以外の罪で有罪となった者への絶対的終身刑」 禁じたのでありまた、グラハム判決でも示されたように 多 の州が立法上認めている刑であっ としても そのことによりすぐに法に該当する者 その刑 処する意思を持っ いるのだ、と 断 きるもの はな
（
56）
た。
　
次に②について、州側の「移送の際に裁判所は、十分に少年の年齢や犯罪態様等を考慮することができる」との
主張に対して判決は、重大犯罪少年 ついては自動的 移送される場合が多く、 たいくつか 州では移送の判断は検察官 排他的 委ねている場合もあり、そ よう 場合には裁判所に裁量の余地は こと、また、裁判官に移送判断の裁量がある場合であっても裁判官が得ることができる情報は限られ、またそもそ 移送 量 の際の審理における裁判所の裁量は、その性質を異にす 点等を指摘し
（
57）
た。
　
以上のような議論をふまえ判決は、グラハム判決、ローパー判決等が明確にしてきたように、裁判官 の判決を
下す者は、少年に対する最も過酷となりうる刑罰 科 前 減刑 得る事情を考慮す 機会 持たなければなら
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ず、それなしに殺人の罪で有罪となった全ての少年に絶対的終身刑を科すことは均衡の原理を犯し、修正第八条の残酷で異常な刑罰の禁止に反すると結論付け、各判決を破棄し事件を差し戻し
（
58）
た。
⑤反対意見について　
上で述べてきた法廷意見に対して、三名の裁判官が同調したジョン・ロバーツ
（
John G
. R
oberts ）
主席裁判官の
反対意見と、それに同調した裁判官 内二名の個別の反対意見の総計三名の反対意見が付された
（一名は個別の反
対意見は付さず三名の反対意見全 に同調した）
。
　
これらの反対意見をまとめると概ね、①少年に対する絶対的終身刑の禁止に国民的合意はない、②法廷意見の判
例解釈に誤りがある、③法廷 が言う殺人の罪を犯した少年に対する絶対的終身刑の必要的科刑の一律禁止は広範にすぎる、という点に整理できよう。　
まず①の点について反対意見は、法廷意見が特に拠り所とするグラハム 決と本件との相異を強調して以下のよ
うな論を展開した。　
すなわちグラハム判決は、あくまでも「殺人以外の罪を犯した少年」について を じたものであ
り、現に法的にそれを認めていた州は多くあったものの、実際にそれを科していたのはごく僅かな州であり、かつ現に刑が科されていた者は一二三名に過ぎなかった。　
一方で、本件が対象とする「殺人の罪を犯した少年」に絶対的終身刑を必要的に科 ことを二九州が認めてお
り、それに基づき、現在、二五〇〇名近くが当該刑に服しており、これをもってこの 刑を「まれ」であ とは言えず、この現状を踏まえれば 当該科刑を修正第八条に反するものとすべき はない。また、我々 判例はこの結
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論を裏付けてくれる。刑罰が残酷で異常であるかどうかを判断するにあたり、当裁判所は通常、まず立法事実と州の法運用に現れる「社会的基準としての客観的な指標」から検討を始めるのであり、現に、多くの州が絶対的終身刑の必要的科刑を法的に義務付けかつ頻繁に科してい 以上、法廷意見の結論に客観的根拠はない。よって、グラハム判決とは異なり本件には国民 合意は存在しない、というものであ
（
59）
る。
　
次に②に関して反対意見は、法廷意見が絶対的終身刑を禁じたグラハム判決の趣旨は、必ずしも「殺人以外の罪
を犯した少年」 みに限られるものではない、との理解を示 たことに疑義を唱える。すなわち、グラハム判決が対象としたのは「殺人以外の罪を犯した少年」であって、当該判決においてもその点「 『殺人とそれ以外の個人に対する重大な暴力犯罪の間に 』一線がある」 、 「殺人以外の重大な犯罪は、殺人 罪とは比較 ことはできない」と述べている。これら こ からも、グラハム判決は 「殺人の罪」と「それ 外 」を区別して考えており、法廷意見の判例解釈に 誤りがあるとす
（
60）
る。
　
そして③に関して反対意見は、法廷意見が過去の一連の判例とは異なり、今後この法廷意見の趣旨が制限なく適
用されるのではないかという懸念を示す。つまり、ローパー判決 少年に対する「死刑」 つ て、グラハム判決が「殺人以外 罪」に 象を限定 て下された判決であるのに対して、本判決の根拠となる原理は、 「少年は成人と異なる」ことのみ あり、さまざま 場面において、少年は成人と異なった判決が下されなければ らないことになると批判し
（
61）
た。
三
　
ミラー判決の衝撃と波紋
　
　
以上概説してきたミラー判決は、当該事件のみにとどまらず アメリカ少年司法の世界全体に大き 衝撃と波紋
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をもたらしている。特に判示における以下の一文は、それらをより大きなものとしているといえよう。
　「ローパー判決、グラハム判決そしてこの判決において、子どもの軽減された有責性及び顕著な矯正能力について我々が述べた全てのことを踏まえれば、我々は、この最も過酷たりうる刑罰を少年に対して科すことがふさわしいとされる機会は、まれ（
uncom
m
on ）になるであろうと考え
（
62）
る。 」
　
すなわち前節でも紹介してきた様に、判決は、あくまでも少年に対する絶対的終身刑の「必要的な科刑」のみを
禁じたものとしながらも、将来、少年に対する全ての絶対的終身刑を禁じる可能性が生じ得ることを示唆していたからである。　
ミラー判決を受けて、特に少年に対 絶対的終身刑を必要的に科すことを規定 二九の司法管轄区は、何ら
かの対応を要するものと思われるが、むしろ事件の被害者側の立場を強調し、 「最近の、連邦最高裁判決 踏まえることによる危険な殺人犯 釈放を防止すべく措置を講ずる」として、判決から約一カ月後
（二〇一二年七月）
と
いう短期間 内に、少年時に した殺人の罪で絶対的終身刑の判決を受けて収監されていた三八名を、六〇年間仮釈放の可能性のない終身刑に「減刑」するとの対応をとったのが、アイオワ州知事のテリー・ブランスタッド（T
erry B
ranstad ）
であっ
（
63）
た。彼は、 「当該事件の被害者遺族たちは、暴力により愛する者をそれぞれのもとから奪
われたのである。私は、今日、これらの 々 彼ら 愛した者への思い出と、そして全 のアイオアの人々 安全を守るため、このよ な措置を講ずる。 」 、 「司法はバランスであり 今回 減刑は、司法が凶悪な犯罪者を罰することと市民の安全へ 配慮とのバランスの基に こ を確かなもの する。…第一級謀殺は故意かつ計画的な犯
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罪であり、有罪となった者は危険であり街路を歩かせるべきではなく、そして我々の社会から締め出されるべきであ
（
64）
る。 」と述べ、形式的には減刑という形をとりながらも、絶対的終身刑を非常に長期間仮釈放の可能性のない終
身刑
（例えば一七歳で収監された者は七七歳までは釈放されない）
に置き換えることで、実質的には加害少年に対する
「断固たる措置」を維持しようとしたのである。　
この様な異例な対応とは別に、判決から約一年後の二〇一三年八月末までに、少なくとも一一州の議会は、既に
ミラー判決を踏まえた何らかの法改正を行 てい
（
65）
る。
　
それらの州 多くで採られた対応としては、ミラー判決の「絶対的終身刑の必要的な科刑」を禁じるという要求
に最低限度応ずるべく、絶対的終身刑自体は維持した上で必要的科刑を廃止したり、対象少年に対してまず一定期間
（二五年から四〇年程度）
仮釈放のない懲役刑を必要的に科した上で、一定期間が経過した時点で仮釈放の機会
を与えるというものであった。例えば、少年時 犯罪で絶対的終身刑に服する者が四五〇名以上と全米 おい 最も多いとされるペンシルバニア州では、二〇一二年一〇月、第一級謀殺で有罪となった犯行時一五歳以上一八歳未満の者については、必要的ではない絶対的終身刑又は最短三五年以上の懲役刑を科す規定に改められ
（
66）
た
。
　
これに対していくつかの州では、上で述べたミラー判決の示唆をより正面から受け止めて、絶対的終身刑の廃止
まで踏み込んだ法改正を行っている。例えばカリフォルニア州 は、 「少 受刑者に再挑戦するチャンス 与える」として絶対的終身刑を廃止し、終身刑の受刑者は 収監後 なくとも一五年が経過した後に、裁判官に対して再審理を求めることができる し、裁判官は、もし受刑者が良心の呵責を持ち、積極的に更生しよう していることが認められる場合には、その裁量により 短二五年で仮釈放を可能とする緩やかな方向へ法改正がなされ
（
67）
た。
　
このような立法側の対応とは別に、喫緊の対応を迫られているのは各州の裁判所である。そして特に苦慮してい
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る点は、ミラー判決の効力を、現在、絶対的終身刑を受刑している者にまで遡って適用するかどうかという、いわゆる「遡及適用」の問題である。実際にも数州の裁判所において、少年時代の犯罪によって絶対的終身刑が科せられてい 受刑者から、判決の再考を求める訴えがミラー 決が下された直後から提起され い
（
68）
る。
　
この遡及適用につき、その対象となり得る者の数をみると、例えばグラハム判決では約一二〇名であったのに対
して、ミラー判決では全国で二五〇〇名近くが対象となり得るため、この点でもこの判決 社会 与える影響は非常に大きいものと え 。　
この点について、判決後現在まで連邦最高裁による判断は未だ下されてはいないが、連邦地方裁判所
（ミシガン
州南部地区）
及びアイオワ州最高裁判所等では遡及適用を認める判決が、第一一連邦控訴裁判所、ミネソタ州最高
裁判所及び絶対的終身刑の受刑者数が多いため その判断が注目されたペンシルバニア州最高裁判所等では、遡及適用を認めない判決が出されており、各州、各裁判所によって判断 分かれている が現状であ
（
69）
る。
　
もっとも、遡及適用 問題については、連邦最高裁による一九八九年の「ティーグ対ラーン判
（
70）
決」で、 「刑事訴
訟に関する新しい憲法上のルールは 当該新しいルールが宣言される前に確定した訴訟事件には適用されない。 」との一般的な解釈が既に示されているが 後 判例で、人身保護令状 段階では、新ルール ①ある属性 分類される被告について、その身分又は犯した罪ゆえに、ある種類の刑罰を科すことを禁じるものである場合や、②秩序ある自由の概念 内在する手続の遵守を求めるものである場合等は例外的に遡及し得 とさ た経緯があ
（
71）
る
。よっ
て、この例外が本件 も該当するかどうか 判断が、今 解釈の行方に大きな影響を与え ものと考 られ 。　
そしてこの遡及適用の問題は、既に確定した絶対的終身刑をも覆す可能性を含んでおり、今後の判決の流れに
よっては、重大犯罪少年に対する司法制度の根幹を揺る す問題ともなろう。
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その他、今後各州が絶対的終身刑を廃止し著しく長期間仮釈放の可能性のない懲役刑又は終身刑に切り替える等
の対応を行った場合には、何年までならば「残酷で異常な刑罰」には該当しないのか、という新たな問題が生じる可能性がある。　
この点既に、ミラー判決 、第六連邦控訴裁判所とフロリダ州控訴裁判所において、長期間収容することにつ
き、ミラー判決等に反するものではない、との判断が下されているが、一方、カリフォルニア州控訴裁判所においては、殺人の罪以外の罪で有罪となった少年に対して最短二〇年の懲役刑を科すことは、 「異常で残酷な刑罰」該当するとの判決も下されてい
（
72）
る。連邦最高裁においては、許される収容期間について未だ明確な基準は示されて
おらず今後議論が続く のと思われる。
おわりに
　「より重要なことはローパー判決が、死刑は少年の殺人犯を抑止するためには必要ない、その一つの理由は、 『絶対的終身刑』が機能するからである、と結論づけたことである。典型的なおとり商法のように、今日、裁判所は州の立法者に対して―ローパー判決で保証したにもかかわらず―、ひとたび凶悪な殺人を犯した者が、再びそのようなことを絶対にできなくすることを保証する権限は〔州には〕ないと言
（
73）
う。 」 （ロバーツ裁判官）
　「 〔グラハム判決で〕裁判所は、殺人の罪を犯した少年と殺人以外の凶悪な罪を犯した少年との間に一線を画した。少なくともその意味で、死は特別であるという理念は生きていたのである。今日、この理念は完全に葬られた。我々は、殺人を犯した犯罪者に〔終身刑ではない〕刑期を科すことに懸念を覚えるのであ
（
74）
る。 」 （アリート裁判官）
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これはミラー判決が、 「少年は成人と異なる」との前提に立ち少年に対する死刑を禁じたローパー判決、殺人以
外の罪を犯した少年に対する絶対的終身刑を禁じたグラハム判決につき、判決時の理解を大きく超えて拡大解釈をすることにより、 「殺人の罪を犯した少年に対してすら絶対的終身刑を禁じる」との結論を導き出しているとする、反対意見からの厳しい批判であ 。　
このような批判の背景には、ローパー判決以降の一連の判決によって、あたかも「なし崩し」的に少年に対する
刑が軽くなっていく ではないかという警戒感、そしてこれらの判決が、罪を犯した者はその罪に対して必ず責任を負うべきであると うアメリカ社会に根強く存在する規範意識 揺るがしかねないという危機感があるものと思われる。さらに前節でも触れた様に、判決が遡及して適用されるのではないかという懸念も、批判の大きな要因一つとなっているといえよう。　
一方、アメリカの少年司法の研究者の中には、むしろこの様な判例の流れを歓迎し、 「ミラー判決において連邦
最高裁は、少年司法制度の矯正の理念を回復する方向に重要な一歩 踏み出
（
75）
た」 、 「全体的に見て、ローパー判
決、グラハム判決、ミラー判決は、少年を成人 は別に て扱うという理論的基礎を確立し
（
76）
た」といった評価をす
る者も多い。さらに、この判決は「少年は成人とは異なる」ことを明確にしたことで、いわゆる厳罰化の象徴である移送制度をも廃止 向かわせる力を持つとの評価もなされて
（
77）
る。
　
もっともここで忘れてならないのは、本稿で紹介した一連 判決 やはり、 「死刑」 、 「絶対的終身刑 いっ
たいわば極端に「特別な刑罰」を に科すことの合憲性について争われたものであるという点 あり、よって本判決は、少年司法制度自体 すぐさま「保護主義」 もとへと引き戻す大き 転換点として理解 よりも むろ一九七〇年代以降推し進められてきた過度な厳罰化に対する一つの警鐘 して 意義 あるものと て捉えるこ
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周知の通り日本においては、一八歳未満の少年に対する死刑及び成人を含め絶対的終身刑はそもそも認められておらず、また
少年刑事事件の取り扱いもアメリカの多くの州とは異なり、 「特別の措置を講ずる」ものとされており、本稿で述べてきた一連の連邦最高裁の判例動向は、日本における少年司法制度の議論・動向に何らかの影響を与えるものではないと考えられる。もっとも昨今議論されつつある、死刑に代わる仮釈放 ない終身刑 導入について、一八歳以上の少年に対してもその対象とすることを前提にするならば、ミラー判決の論旨及び示唆は、日本においても意味を持つことがあるように思う。
 
―いまで
　
かずとし・國學院大學栃木短期大学非常勤講師―
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